
公益法人の区分
国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

王子公共職業安定所
１階エントランスホール
外　空調機器新設工
事

東京都千代田区九段南1-
2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
大隈　由加里

令和8年06月10日
株式会社 鈴工設備
神奈川県川崎市幸区
南加瀬3-14-3

3020002081265 一般競争入札 ¥4,376,917 ¥2,640,000 60.3%

池袋公共職業安定所
B1階-4階　個別空調
設備入替改修工事

東京都千代田区九段南1-
2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
大隈　由加里

令和8年06月18日
ミカタ株式会社
大阪府大阪市平野区
背戸口3-3-25

2120001201062 一般競争入札 ¥10,722,745 ¥6,642,900 62.0%

飯田橋合同庁舎外１
施設　蓄電池設備等
更新工事

東京都千代田区九段南1-
2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
大隈　由加里

令和8年06月23日
株式会社 ブロード
茨城県土浦市西並木
町3781-29

3050001009058 一般競争入札 ¥18,812,484 ¥18,194,000 96.7%

木場公共職業安定所
１階系統　空調機器入
替改修工事

東京都千代田区九段南1-
2-1 九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
大隈　由加里

令和8年06月24日
みやび冷熱工業株式
千葉県松戸市古ケ崎
1-3006-4

1040001096322 一般競争入札 ¥9,816,973 ¥4,948,900 50.4%

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、
場所、期間及び種

別

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

一般競争入札・指名
競争入札の別（総合

評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率 備考

契約の相手方の商
号又は名称及び住

所

公益法人の場合

法人番号

様式２－１



公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

該当なし

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

備考
再就職の
役員の数

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、
場所、期間及び種

別

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

様式２－２



公益法人の区分
国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

雇用保険適用・雇用
継続給付関係の印
刷物の作成

東京都千代田区九段南
1-2-1九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
大隈　由加里

令和8年6月19日
株式会社アイネット
東京都中央区銀座
７ー16ー21

5010001067883 一般競争入札 9,971,087 6,818,571 68.4%

新宿公共職業安定
所　照明設備改修
工事に係る設計業
務委託

東京都千代田区九段南
1-2-1九段第3合同庁舎
東京労働局
支出負担行為担当官
東京労働局総務部長
大隈　由加里

令和8年6月24日

株式会社 安達建築
設計事務所
茨城県水戸市中央
2-8-8 アシスト第2ビ
ル301

2050001000026 一般競争入札 4,968,150 1,320,000 26.6%

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称
及び数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日

一般競争入札・指名
競争入札の別（総合

評価の実施）
予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

様式２－３



公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

該当なし

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。

備考

公共調達の適正化について（平成18年８月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称
及び数量

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局

の名称及び所在地
契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によることとした会計法令の根拠条文及び理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
法人番号

様式２－４


